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地域福祉計画（第３次）の取組状況等について 

 

基本目標１ お互いにつながり支え合える 

市民が地域の課題を「我が事」としてとらえる意識の醸成と、様々な課題を「丸ご

と」受け止める相談支援のネットワーク整備に努めます。 

 

 

施策（１） 見守り体制・つなぎ機能の強化 

総合保健福祉計画で掲げる包括的な相談支援体制に基づき、各小学校区における発

見・相談・見守り体制の強化とネットワークの整備を進めます。 

 

・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）による相談支援の実施 

対象者別相談延件数 

 合計 

平成 28 年度（14 人） 13,149 件 

平成 29 年度（14 人） 13,724 件 

平成 30 年度（14 人） 13,624 件 

（ ）内は年度末時点のＣＳＷの人数 

 

・健康福祉セーフティネットの推進 

 開催小学校区数 開催回数 

平成 28 年度 31 校区 214 回 

平成 29 年度 32 校区 219 回 

平成 30 年度 32 校区 215 回 

 

 

施策（２） 地域福祉活動の推進 

地域住民が地域課題に気づき、共感し、「我が事」と認識することができるような

地域づくりを推進します。また、年齢や性別、障害の有無等にかかわらず、お互いに

つながり支え合えるような環境整備に努めます。 

 

・社会福祉法人の地域貢献への指導・助言 

 社会福祉法人による社会福祉充実計画にかかる意見聴取を行う地域協議会を地

域福祉推進分科会に設置することとしました。 

地域協議会開催回数 

平成 30 年度 ０回 

 

 

 

 

別紙１ 
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・福祉事業推進基金について 

 【積立状況】                                                    （単位：円） 

 寄附金 一般財源 積立額 取崩し額 年度末残高 

平成28年度 4,460,658 9,342 4,470,000 62,195,000 1,119,645,000 

平成 29年度 1,537,796 7,204 1,545,000 45,950,000 1,075,240,000 

平成 30年度 803,940 6,060 810,000 43,300,000 1,032,750,000 

 

 【充当状況】                                                  （単位：千円） 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

私立保育所等建設補助事業 50,000 40,000 40,000 

地域活動支援センターⅢ型 

開設促進事業 
9,195 4,957 - 

障害者社会参加促進事業 - - 3,190 

ぷらっとホーム開設補助事業 3,000 999 110 

 

・地区行動計画を策定している地区数【社会福祉協議会】 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

地区行動計画策定地区数 9 地区 9 地区 9 地区 

 

 

施策（３） 民生委員・児童委員活動の推進 

市民の身近な相談相手である民生委員・児童委員の活動について、市民への周知・

啓発を行うとともに、民生委員・児童委員が活動しやすい環境の整備を進めることに

より、民生委員・児童委員活動の推進に努めます。 

 

（参考）民生委員・児童委員委嘱状況 

 平成 28 年度 令和元年度 

民生委員・児童委員委嘱数 340 人 333 人 

民生委員・児童委員定数 382 人 382 人 

充足率 89.0％ 87.2％ 

主任児童委員委嘱数 30 人 31 人 

主任児童委員定数 32 人 32 人 

充足率 93.8％ 96.8％ 

（各年度とも 12 月１日時点） 

 

（参考）令和元年度改選時の退任・新規/継続委嘱状況 

 退任 新規委嘱 継続委嘱 

令和元年度 80 人 58 人 306 人 

（令和元年 12 月 1 日時点） 
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・民生委員・児童委員活動の市民への普及・啓発 

民生委員・児童委員、主任児童委員街頭啓発活動 

 実施日 実施場所 

平成 28 年度 ５月 22 日 阪急茨木市駅、阪急南茨木駅、ＪＲ茨木駅 

平成 29 年度 ５月 21 日 立命館大学大阪いばらきキャンパス、ＪＲ茨木駅 

平成 30 年度 ５月 20 日 立命館大学大阪いばらきキャンパス 

 

・民生委員・児童委員地区委員会での研修実施 

 平成 29 年度 平成 30 年度 

参加回数 45 回 66 回 

テ
ー
マ 

高齢者福祉サービス 9 回 11 回 

生活困窮者自立支援事業 - 12 回 

生活保護制度 3 回 4 回 

障害福祉サービス 3 回 3 回 

健康づくり、予防接種 2 回 3 回 

介護保険制度 8 回 6 回 

国民健康保険 - 8 回 

年金制度 2 回 2 回 

後期高齢者医療制度 13 回 2 回 

子育て支援、児童虐待 5 回 8 回 

人権 - 7 回 

 

 

施策（４） 更生保護活動の推進 

過去に罪を犯した人たちの地域社会での立ち直りを助け、再び犯罪や非行に陥るこ

とのない環境づくりを推進します。 

 

・茨木市更生保護サポートセンターの設置・運営支援 

【来所者数（月平均）】 

 人数 

平成 28 年度 115 人 

平成 29 年度 137 人 

平成 30 年度 112 人 
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・「社会を明るくする運動」の推進 

 犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深めることができる

ように、「社会を明るくする運動」において啓発のための行事や街頭宣伝活動等を実

施しています。 

 １．「社会を明るくする運動」街頭啓発活動 

 実施日 実施場所 参加者数 

平成 28 年度 ７月１日 阪急茨木市駅、阪急南茨木駅、JR 茨木駅 154 人 

平成 29 年度 ７月３日 阪急茨木市駅、阪急南茨木駅、JR 茨木駅 155 人 

平成 30 年度 11 月 19 日※ 
阪急茨木市駅、阪急南茨木駅、JR 茨木駅、 

JR 総持寺駅 
127 人 

 ※平成 30 年度は、大阪北部地震のため 11 月に延期 

 

 ２．「社会を明るくする運動」市民大会 

 実施日／場所 内容 来場者数 

平成 28 年度 
７月９日 

クリエイトセンター 
演奏、講演 322 人 

平成 29 年度 
７月８日 

クリエイトセンター 
演奏、講演 352 人 

平成 30 年度 
７月 14 日 

クリエイトセンター 
演奏、講演 352 人 
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基本目標２ 健康にいきいきと自立した生活を送る 

生涯を通じた健康づくりと生活習慣病予防等に向けた取組や、自立した生活を送る

ために専門的な支援が提供できる体制整備を行います。 

 

 

施策（１） 生活困窮者の自立に向けた支援 

生活困窮者自立支援制度に基づき、仕事が見つからない、将来に不安があるなど、

困難を有する生活困窮者が制度の狭間に陥らないように、様々な機関と連携した支援

体制の寿実を推進します。 

 

・生活困窮者の早期発見・早期支援 

 １．くらしサポートセンター「あすてっぷ茨木」での新規相談件数 

 相談件数 

平成 28 年度 542 件 

平成 29 年度 404 件 

平成 30 年度 459 件 

 

 ２．相談者の主訴（複数回答可）の上位５項目と新規相談件数に占める割合 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 

収入・生活費のこと 323 件 59.6% 240 件 59.4% 280 件 61.0% 

病気や健康、障害のこと 175 件 32.3% 133 件 32.9% 152 件 33.1% 

仕事探し、就職について 136 件 25.1% 121 件 30.0% 132 件 28.8% 

家賃やローン支払い 134 件 24.7% 102 件 25.2% 116 件 25.3% 

住まいについて 107 件 19.7% 83 件 20.5% 108 件 23.5% 

 

・就労支援対象者数 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

就労支援対象者数 78 件 52 件 64 件 

 

・生活困窮者自立支援事業の就労支援による就労実績・増収実績 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

就労・増収実績 71 件 42 件 28 件 
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・子どもの学習支援事業の推進 

学習・生活支援事業の実績 

 平成 29 年度 平成 30 年度 

北ブロック 20 人 24 人 

東ブロック 14 人 16 人 

西ブロック 8 人 9 人 

中央ブロック 14 人 10 人 

南ブロック 20 人 16 人 

 

・生活困窮者自立支援との連携【社会福祉協議会】 

 １．生活福祉資金貸付事業 

 平成 30 年度 

相談 

件数 

貸付 

件数 
貸付総額 

福祉資金 258 件 71 件 47,950,000 円 

総合支援資金 
20 件 1 件 600,000 円 

臨時特例つなぎ資金 

不動産担保型生活資金 6 件 0 件 0 円 

緊急小口資金 63 件 8 件 542,000 円 

生活復興資金 0 件 0 件 0 円 

合計 347 件 80 件 49,092,000 円 

 

 ２．善意銀行事業 

  物品預託された家電（テレビ、扇風機、洗濯機、冷蔵庫、炊飯器など）や食料品

（乾物、缶詰、レトルト食品など）や購入した食料品を必要に応じて生活困窮者自

立支援事業及び学習・生活支援事業への支援で活用している。 

 

 

施策（２） 生活困窮者支援を通じた地域・関係づくり 

生活困窮者の支援においては、個別の支援だけではなく、地域として生活困窮者等

の早期発見や見守りができる体制を整備し、働く場や参加する機会を広げていくこと

が必要となります。生活困窮者が社会とのつながりを実感できるような地域づくりを

目指します。 

 

・スマイルオフィス事業の推進 

 受入人数および就労実績 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

受入人数 7 人 6 人 7 人 

就労実績 2 人 3 人 3 人 
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基本目標３ “憩える・活躍できる”場をつくる 

身近な地域で憩える居場所と、一人ひとりが培った力をいかせる場・機会を創出し、

誰もが活躍できる地域づくりを目指します。 

 

 

施策（１） 地域で活躍できる人材の育成 

地域住民が、それぞれの個性や能力に応じた役割を担い、地域で活躍することがで

きるような環境づくりを推進します。 

 

・地域福祉活動の担い手づくり【社会福祉協議会】 

 １．ボランティア体験プログラム（７～９月） 

  協力施設・団体数：47 か所 68 プログラム 

  内容：１日から数日でも気軽にボランティアが体験できるプログラム 

  体験者数：延 245 人 

 

 ２．ボランティア講座 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

養成講座メニュー数 5 種類 5 種類 6 種類 

 

・福祉教育の充実【社会福祉協議会】 

 小学校：19 校、 中学校：６校、 高校：１校、 自治会：１団体で実施 

 

施策（２） 地域の交流・活動拠点づくりの推進 

地域での活動を支援していくためには、活動のための拠点の充実が必要です。地域

住民の身近なところで地域福祉活動が展開され、きめ細やかな支援が提供されるよう

に、活動拠点づくりを推進します。 

 

・ぷらっとホーム事業推進【社会福祉協議会】 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

ぷらっとホーム設置数 5 か所 6 か所 8 か所 
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基本目標４ 一人ひとりの権利が尊重される 

お互いを理解し尊重し合える意識の醸成に努めるとともに、虐待防止や権利擁護の

推進により要支援者を早期発見し適切な支援につなげます。 

 

 

施策（１） 権利擁護の推進 

①市民後見人の養成・活用 

 １．市民後見人養成講座受講者・バンク登録者の状況            （人） 

 オリエンテー

ション参加者 

基礎講習 

受講者 

実務講習 

修了者 

バンク登録者 

 移管 

平成 28 年度 16 4 4 4  

平成 29 年度 21 4 3 2 1 

平成 30 年度 14 6 5 4  

計 51 14 12 11 

 

 ２．市民後見人の活動状況                （件） 

 受任 辞任 活動中 

平成 29 年度 0 0 0 

平成 30 年度 1 1 0 

 

②成年後見審判（法定後見）市長申立てによる権利擁護          （件） 

 認知症高齢者 知的障害者 精神障害者 合計 

平成 28 年度 4 0 3 6 

平成 29 年度 2 2 0 4 

平成 30 年度 5 1 0 6 

 

③日常生活自立支援事業【社会福祉協議会】 

１．相談、問合せ件数 

認知症高齢者 知的障害者 精神障害者 その他 計 

133 件 80 件 78 件 3 件 294 件 

 

 ２．平成 30 年度末契約件数 

認知症高齢者 

（再掲：生保受給者） 

知的障害者 

（再掲：生保受給者） 

精神障害者 

（再掲：生保受給者） 
計 

30 件  

（20 件） 

25 件  

（6 件） 

31 件  

（21 件） 

86 件  

（47 件） 

 

 ３．平成 30 年度末待機者数  

待機者数 

11 人 
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基本目標５ 安全・安心で必要な情報が活かされる 

発信した情報が必要な人に届き、いかされる体制や、災害等の緊急時に市と関係機

関が要配慮者の情報を共有・活用できる体制を整備します。 

 

 

施策（２） 災害時の情報伝達体制、要配慮者の把握 

地域で支え合い、助け合う関係を築く中で、要配慮者を把握し見守り、災害時等の

緊急時に安否確認や支援を行うことができる仕組みを整備します。 

 

・ネットワークを通じた要配慮者の把握 

 災害時避難行動要支援者名簿の状況（各年度１月１日時点） 

 名簿掲載人数 

平成 28 年度 9,377 人 

平成 29 年度 9,410 人 

平成 30 年度 9,226 人 

 

・災害ボランティアセンターの設置【社会福祉協議会】 

活動期間 平成 30 年６月 19 日（火）～平成 31 年３月 31 日（日） 

ニーズ（依頼）受付件数 2,250 件 

内容 家具移動、部屋の片づけ、灯籠、ブルーシートがけ、 

ゴミだし 等 

ボランティア受付（登録）人数 延べ 2,562 人【活動者数：6,096 人】 

個人：1,581 人、団体：70 団体（981 人） 

他府県市町村社会福祉協議会か

らの運営支援人数 

延べ 169 人 

（大阪府、20 市、５町、１村） 

日本赤十字社から運営支援人数 延べ 79 人（29 日間） 

活動車輛登録数 53 台（市から借用の２t ダンプ１台、軽トラ５台、

軽バン５台を含む） 

がれき等処理量（H30.７.26 時

点） 

111.14 トン（市全体の 7.9％） 

家財等処理量（H30.７.26 時点） 41.21 トン 

障害者移送サービス 1 件（約２週間で５～６回通院目的） 

電話受付回線 4 回線 

携帯電話の提供 6 回線：大阪府社会福祉協議会 

5 回線：ソフトバンク 

 

・地域力をいかし、災害に備える福祉活動の実施【社会福祉協議会】 

 【災害ボランティアセンター研修会等の実施】 

  実施回数 ３回、 参加延べ人数 149 人 
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基本目標６ 社会保障制度の推進に努める 

生活保護制度や介護保険制度等、社会保障制度の適正・円滑な運営に努めます。 

 

 

施策（１） 生活保護制度の適正実施 

 

・生活保護制度の適正実施・個別支援 

 別紙２参照 

 

・生活保護制度との連携【社会福祉協議会】 

 被保護世帯に対して、「生活福祉資金貸付事業」による貸付や「日常生活自立支援

事業」などの支援を通じて、制度と連携した支援を行っています。 

 

 

施策（２） 社会福祉法人及び福祉サービス事業者への適正な指導監査 

 

・社会福祉法人及び福祉サービス事業者への適正な指導監査 

 １．実地指導 

 障害福祉サービス事業所 介護保険サービス事業所 

平成 28 年度 21 事業所 56 事業所 

平成 29 年度 33 事業所 56 事業所 

平成 30 年度 48 事業所 83 事業所 

 

 ２．集団指導 

 障害 居宅等 地域密着 

平成 28 年度 231 事業所 577 事業所 71 事業所 

平成 29 年度 252 事業所 549 事業所 79 事業所 

平成 30 年度 252 事業所 397 事業所 0 事業所 

 

 



再犯の防止等の推進に関する法律 概要 
 

  

国民の理解と協力を得つつ、犯罪をした者等の円滑な社会復帰を促進すること等による再犯の防止

等が犯罪対策において重要であることに鑑み、再犯の防止等に関する施策に関し、基本理念を定め、

国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、再犯の防止等に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民が犯罪

による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現に寄与することを目的とす

る 

 １．目的 （第１条） 

１ 犯罪をした者等 犯罪をした者又は非行少年（非行のある少年をいう。）若しくは非行少年であ

った者 

２ 再犯の防止等  犯罪をした者等が犯罪をすることを防ぐこと（非行少年の非行をなくすこと及

び非行少年であった者が再び非行少年となることを防ぐことを含む。） 

 ２．定義 （第２条） 

１ 犯罪をした者等の多くが、定職・住居を確保できない等のため、社会復帰が困難なことを踏ま

え、犯罪をした者等が、社会において孤立することなく、国民の理解と協力を得て再び社会を構

成する一員となることを支援する 

２ 犯罪をした者等が、その特性に応じ、矯正施設に収容されている間のみならず、社会復帰後も

途切れることなく、必要な指導及び支援を受けられるようにする 

３ 犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚すること及び被害者等の心情を理解すること並びに自

ら社会復帰のために努力することが、再犯の防止等に重要である 

４ 調査研究の成果等を踏まえ、効果的に施策を講ずる 

 ３．基本理念 （第３条） 

１ 国は、再犯の防止等に関する施策を総合的に策定・実施する責務 

２ 地方公共団体は、再犯の防止等に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の状況に

応じた施策を策定・実施する責務 

 ４．国等の責務 （第４条） 

１ 国及び地方公共団体の相互の連携 

２ 国及び地方公共団体と民間団体その他の関係者との緊密な連携協力の確保 

３ 国及び地方公共団体から民間団体その他の関係者への情報提供 

４ 民間の団体その他の関係者は、犯罪をした者等の個人情報を適切に取り扱う義務 

 ５．連携、情報の提供等 （第５条） 

国民の関心と理解を深めるため、再犯防止啓発月間（７月）を設ける 

 ６．再犯防止啓発月間 （第６条） 



 

１ 政府は、再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画(再犯防止推進計画)を策定(閣議決定) 

２ 再犯防止推進計画において定める事項 

 (1) 再犯の防止等に関する施策の推進に関する基本的な事項 

 (2) 再犯の防止等に向けた教育・職業訓練の充実に関する事項 

 (3) 犯罪をした者等の社会における職業・住居の確保、保健医療・福祉サービスの利用に係る支

援に関する事項 

 (4) 矯正施設における収容・処遇、保護観察に関する体制の整備等に関する事項 

 (5) その他再犯の防止等に関する施策の推進に関する重要事項 

３ 法務大臣は、関係大臣と協議して、再犯防止推進計画の案を作成し、閣議請議 

４ 少なくとも５年ごとに、再犯防止推進計画に検討を加え、必要に応じ変更 

 ７．再犯防止推進計画 （第７条） 

都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、地方再犯防止推進計画を定める努力義務 

 ８．地方再犯防止推進計画 （第８条） 

政府は、必要な法制上、財政上又は税制上の措置その他の措置を講ずる 

 ９．法制上の措置等 （第９条） 

政府は、毎年、政府が講じた施策について、国会に報告 

 10．年次報告 （第 10条） 

 

 11．基本的施策 

【国の施策】 

  

【地方公共団体の施策】（第 24条） 

国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じ、上記の施策を講ずる

努力義務 

１ 公布の日から施行 

２ 国は、この法律の施行後５年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする 

 12．施行期日等 （附則） 

再犯防止に向けた教育・職業訓練の充実等 
１ 特性に応じた指導及び支援等（第 11条） 

２ 就労の支援        （第 12条） 

３ 非行少年等に対する支援  （第 13条） 

社会における職業・住居の確保等 
４ 就業の機会の確保等   （第 14条） 

５ 住居の確保等      （第 15条） 

６ 更生保護施設に対する援助（第 16条） 

７ 保健医療サービス及び福祉サービスの

提供           （第 17条） 

再犯防止推進の人的・物的基盤の整備 
８ 関係機関における体制の整備等 

（第 18条） 

９ 再犯防止関係施設の整備 （第 19条） 

再犯防止施策推進に関する重要事項 
10 情報の共有、検証、調査研究の推進等 

（第 20条） 

11 社会内における適切な指導及び支援 

（第 21条） 

12 国民の理解の増進及び表彰（第 22条） 

13 民間の団体等に対する援助（第 23条） 



⑦ 関係機関の人的・物的体制の整備 

安全・安心な社会を実現するためには、 

再犯防止対策が必要不可欠 

① 「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、国・地方公共団体・民間の緊密な連携協力を確保して再犯防  止施策を総合的に推進  
② 刑事司法手続のあらゆる段階で切れ目のない指導及び支援を実施  
③ 犯罪被害者等の存在を十分に認識し、犯罪をした者等に犯罪の責任や犯罪被害者の心情等を理解させ、 社会復帰のために自ら努力させることの重要性を踏まえて実施   
④ 犯罪等の実態、効果検証・調査研究の成果等を踏まえ、社会情勢等に応じた効果的な施策を実施  
⑤ 再犯防止の取組を広報するなどにより、広く国民の関心と理解を醸成 
  再 犯 防 止 推 進 計 画 

国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現を図るため、

今後５年間で政府が取り組む再犯防止に関する施策を盛り込んだ初めての計画。 

５つの基本方針 

計画期間 平成30年度から平成34年度末までの５年間 

・ 刑事司法関係機関と保健医療・福祉関係機関の  連携の強化  
・ 薬物依存症の治療・支援機関の整備、自助グ  ループを含む民間団体への支援  
・ 薬物指導体制の整備、海外における拘禁刑に代  わる措置も参考にした再犯防止方策の検討 等 

・ 矯正施設内での学びの継続に向けた取組の充実  
・ 矯正施設からの進学・復学の支援 等 ・ アセスメント機能の強化  

・ 特性に応じた効果的指導の充実  
・ 効果検証・調査研究の実施 等 

・ 更生保護サポートセンターの設置の推進 
・ 更生保護事業の在り方の見直し 等 ・ 地域のネットワークにおける取組の支援 

・ 地方再犯防止推進計画の策定等の促進 等 
政府目標（平成33年までに２年以内再入率を16％以下にする等）を確実に達成し、 

国民が安全で安心して暮らせる「世界一安全な日本」の実現へ 

・ 職業訓練、就労に向けた相談・支援の充実  
・ 協力雇用主の活動に対する支援の充実  
・ 住居提供者に対する支援、公営住宅への入居に  おける特別の配慮、賃貸住宅の供給の促進 等 
 再犯防止推進計画策定の経緯 

① 就労・住居の確保 

③ 学校等と連携した修学支援 

⑤ 民間協力者の活動促進、広報・啓発活動の推進 ⑥ 地方公共団体との連携強化 

④ 特性に応じた効果的な指導 

② 保健医療・福祉サービスの利用の促進 

７つの重点分野と主な施策 

平成28年12月、再犯防止推進法が全会一致で成立 

外部有識者を含む検討会において検討 

再犯防止推進計画（案）を取りまとめ 

〔再犯防止に向けた取組の課題〕 

刑事司法関係機関だけでの取組には、限界がある 

刑事司法関係機関による取組 地域社会での継続的支援 再犯防止 
国・地方公共団体・民間が一丸となった取組が重要 

超党派の国会議員による法案の検討 

検挙者に占める再犯者の割合 

48.7％ 

〔再犯の現状〕 
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